
事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 農林部農林企画課 ■担当係 農林企画係

052

評 価 事 業 名 称 農業中間支援事業

050100評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 05 ソフト事業（任意） ■政策・業務区分 政策

■政策 ひと・技・資源を組合せ活気うまれるまちづくり

■基本施策 魅力ある農林業の振興

■施策 農産品の高付加価値化と新たな流通の開拓

03

03

02

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称
北上市農業支援センター事業実施要綱

関連計画の名称
きたかみ農林業ビジョン

事 業 の
目 的 と 概 要

農業者のニーズに対してきめ細かな対応を行い、市の農業振興と発展を図るため、農業
関連機関等との連携により農業中間支援体制の整備（北上市農業支援センターの運営）
を行うもの。■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

14,476

1,374

15,850

14,481

2,843

17,324

14,614

1,372

15,986

14,754

2,905

17,659

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 農業中間支
援事業

農業生産者、
農業関連事業
者及び農業支
援機関

農業支援センターの運営（外部委託）予
算額14,740,000円

農業支援センターの運営（外部委託）
 

14,740,000円

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 相談・支援件数 北上市農業支援センターで
の相談・支援件数（セミナー
等含む）

135件202件222件225件
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

H28～R2の５年間の相談・支援回数は1,076件で
あり、農林業ビジョンの目標値を達成した。新規
就農者を中心とした担い手育成関係、農地集積
や事業活用を中心とした経営・技術関係の相談
等へのワンストップ窓口として機能している。

問題点・課題等

農業支援センターへの来所相談が主となってい
るため、ワンストップ窓口利用者は限定的となっ
ている。

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

農業の経営安定化などを図るため、農業支援センターで引き続き農
業技術の助言や就農、経営の相談おｗ受けるほか、経営状況の確
認のため各農家に出向いて支援を行う。

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 農林部農林企画課 ■担当係 農林企画係

057

評 価 事 業 名 称 農産物ブランドアップ対策事業

050100評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 05 ソフト事業（任意） ■政策・業務区分 政策

■政策 ひと・技・資源を組合せ活気うまれるまちづくり

■基本施策 魅力ある農林業の振興

■施策 農産品の高付加価値化と新たな流通の開拓

03

03

02

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

農産物や加工品の販路拡大やブランド力の向上による付加価値化を図るため、県アンテ
ナショップ等でのテストマーケティングやイベントへの出店を実施する。

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

2,527

3,849

6,376

2,482

4,227

6,709

2,298

2,515

4,813

3

596

599

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 農産物ブラン
ドアップ対策
事業

農家、農業生
産法人等の、
個人または団
体

○首都圏等での商談会やイベント出店
による農産物等のPR、販路拡大

〇コロナウイルス感染防止のため商談
会、販売イベント中止
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

コロナ禍により、各PRイベントが中止となってい
る。

問題点・課題等

コロナ禍により北上産農産物のPRを行うことを目
的に出店を予定していたイベントが年度の途中
で急遽中止となることがある。

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

イベント出店以外でのPR方法を検討していく必要がある。

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 農林部農業振興課 ■担当係 園芸畜産係

089

評 価 事 業 名 称 いわて牛普及推進協議会負担金

050200評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 06 負担金・補助金（任意・ソフト事業） ■政策・業務区分 政策

■政策 ひと・技・資源を組合せ活気うまれるまちづくり

■基本施策 魅力ある農林業の振興

■施策 農産品の高付加価値化と新たな流通の開拓

03

03

02

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

県産牛の普及定着と販路の拡大。県内で生産される良質な「いわて牛｣の普及定着推進
事業に係る負担金

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

407

76

483

399

154

553

386

381

767

376

75

451

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 いわて牛普及
推進協議会
負担金

いわて牛普及
推進協議会

  ・384,000円　基本割300,000円　頭数割
　84,000円

   負担金376,000円　基本割300,000円　頭
数割　76,000円

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 「いわて牛取扱店」「いわて牛
取扱推奨店」数

県内＋県外285280295店274店

02 イベントの開催数 「いわて牛の集い」等3回11回11回11回
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

県産牛の普及定着と販路拡大に貢献している。

問題点・課題等

とくになし

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

県産牛の普及定着と販路の拡大のため、今後も事業継続が必要

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 農林部農業振興課 ■担当係 園芸畜産係

211

評 価 事 業 名 称 首都圏域消費地交流事業

050200評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 05 ソフト事業（任意） ■政策・業務区分 政策

■政策 ひと・技・資源を組合せ活気うまれるまちづくり

■基本施策 魅力ある農林業の振興

■施策 農産品の高付加価値化と新たな流通の開拓

03

03

02

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

首都圏消費地との交流により地域特産品のＰＲと販路拡大の推進を図る。千葉県流山市
民まつり「姉妹都市・友好都市物産展」に出店し、特産品である、りんご、二子さといも等
を持参し流山市民に直接販売する。■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

8

1,374

1,382

14

2,459

2,473

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度 平成17年度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 流山市民まつ
り物産展出店
事業

花巻農協、北
上市物産開発
推進協議会

・友好都市である千葉県流山市の市民
まつりにおいて、北上地域の特産品の
PR活動及び販売。りんご、さといも等販
売、いものこ汁試食提供を実施

事業実施無し

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 主要農産物の持込数量  りんご持込個数※3,000個
はあくまで目標数値であり、
秋の作柄に影響されます。

実施なし1980個3,000個2,610個

02 販売参加者数 平成21年度ＪＡ２人、農家２
人、市職員２人

実施なし市４人、リンゴ
生産者２名、さ
といも生産者２
名

市３人、JA２
人、リンゴ生産
者２人、さといも
生産者２人

 市3人　JA2人
リンゴ生産者2

 人さといも生産
者2人
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

令和２年度は新型コロナウイルスの関係で事業
実施無し

問題点・課題等

とくになし

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

長年交流を継続しており、地域特産品のＰＲの推進を図るためにも
必要である。

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)

03 主要農産物の販売率 りんご販売量/持込数量の
比率

実施なし110.71
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 農林部農業振興課 ■担当係 園芸畜産係

219

評 価 事 業 名 称 農畜産物販路拡大推進事業

050200評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 05 ソフト事業（任意） ■政策・業務区分 政策

■政策 ひと・技・資源を組合せ活気うまれるまちづくり

■基本施策 魅力ある農林業の振興

■施策 農産品の高付加価値化と新たな流通の開拓

03

03

02

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

シティプロモーションとトップセールスによる農畜産物の販路拡大

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

495

153

648

523

615

1,138

352

1,372

1,724

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 農畜産物販
路拡大推進
事業

・流山市民まつり参加 事業実施なし
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

令和２年度はコロナウイルスの関係で事業実施
無し

問題点・課題等

とくになし

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

農畜産物の販路拡大を推進するためにもトップセールスは必要

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)

2/2



事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 農林部農業振興課 ■担当係 園芸畜産係

224

評 価 事 業 名 称 二子さといも協議会負担金

050200評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 06 負担金・補助金（任意・ソフト事業） ■政策・業務区分 政策

■政策 ひと・技・資源を組合せ活気うまれるまちづくり

■基本施策 魅力ある農林業の振興

■施策 農産品の高付加価値化と新たな流通の開拓

03

03

02

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

北上市の特産品である二子さといもの生産振興に取り組むため、生産者、関係機関で
「二子さといも協議会」を組織し、その活動費として負担金を交付するもの。二子さといも
協議会は、地理的表示保護制度の適正使用を進めるほか、栽培研修や新規栽培者の
確保育成に係る取組を進める。

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

211

1,908

2,119

117

2,997

3,114

110

1,906

2,016

121

4,098

4,219

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度 平成29年度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 二子さといも
協議会負担
金

生産者、新規
栽培者

・栽培研修、実証試験、地理的表示保護
制度関連事業、PRイベント対応、食味
調査

・栽培研修会４回実施、種芋貯蔵研究４
箇所で調査実施、視察受入２件、食味
調査会実施、地理的保護制度関連事
務・事業
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

PRイベント等に参加し、生産振興に取り組んだほ
か、研修会や実証実験を行うなど経費削減や品
質向上の取り組みを行った。

問題点・課題等

栽培、品質の管理体制の見直しを進める。

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

市の特産品として二子さといもの生産振興に取り組むため、今後も
事業継続が必要

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 商工部産業雇用支援課 ■担当係 産業連携係

104

評 価 事 業 名 称 ふるさと便推進事業

060200評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 05 ソフト事業（任意） ■政策・業務区分 政策

■政策 ひと・技・資源を組合せ活気うまれるまちづくり

■基本施策 魅力ある農林業の振興

■施策 農産品の高付加価値化と新たな流通の開拓

03

03

02

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

一定額以上のふるさと納税者に対して市の農産物等特産品と御礼として送付することに
より、広く北上の特産品のＰＲを行うもの。

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

62,401

2,976

65,377

62,185

1,998

64,183

90,589

3,735

94,324

106,983

2,458

109,441

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 ふるさと便推
進事業

ふるさと北上
応援寄附・寄
附者

○ふるさと納税の寄附者へ御礼として
農産物等特産品の送付のための業務
委託

○ふるさと納税の寄附者へ御礼として
農産物等特産品の送付のための業務
委託

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 寄附件数 寄附件数97,567円95,952件41,952件53,065件

02 寄附金額 寄附金額1,684,870,672円1,644,790,165円851,656,331円1,020,998,475
円
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

（一社）北上観光コンベンション協会に委託するこ
とで、市内事業者との連携が図られ、令和２年度
は過去最高の寄附額となった。

問題点・課題等

ふるさと納税に係る経費について、整理、精査す
るほか、必要に応じ、圧縮を図る必要がある。

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

ふるさと納税市場が未だに拡大しており、寄附額が増加する可能性
が十分にあることから、事務の効率化を図る必要がある。

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 商工部産業雇用支援課 ■担当係 産業連携係

106

評 価 事 業 名 称 ふるさと便ＰＲ事業

060200評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 05 ソフト事業（任意） ■政策・業務区分 政策

■政策 ひと・技・資源を組合せ活気うまれるまちづくり

■基本施策 魅力ある農林業の振興

■施策 農産品の高付加価値化と新たな流通の開拓

03

03

02

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

農産物等特産品を広く周知することにより、北上産農産物のイメージアップを図る。ふるさ
と北上応援寄附の寄附者に北上市の農産物等特産品を御礼として送付することで、広く
北上産農産物等特産品の紹介を行うもの。■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

413,802

8,852

422,654

364,248

6,740

370,988

674,472

5,032

679,504

824,622

7,334

831,956

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度 平成26年度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 ふるさと便ＰＲ
事業

ふるさと北上
応援寄附・寄
附者・返礼品
提供事業者

○ふるさと納税の納税者へ御礼として
農産物等特産品の送付

○ふるさと北上応援寄附（ふるさと納
  税）寄附件数97,567件　寄附金額

1,684,870千円

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 寄附金額 寄附金額1,684,870,672円1,644,790,165円851,666,331円1,020,998千円

02 寄附件数 寄附件数97,567件95,952件41,953件53,065件
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

市内事業者による新製品の開発や生産効率の
改善等により、多く特産品がふるさと納税を通じ
全国にＰＲすることができた。

問題点・課題等

ふるさと納税に書係る経費について、整理、精査
を行い、必要に応じて圧縮を図っていく必要があ
る。

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

ふるさと納税市場が未だに拡大しており、寄附額が増加する可能性
が十分にあることから、事務の効率化を図る必要がある。

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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